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厚生労働省

The Ministry of Health, Labour and Welfare

 計画期間

2023（令和５）年度から2027（令和９）年度までの５か年計画

 計画のねらい（北海道労働局版）

 労働者等の関係者が安全衛生対策について自分の責任を
認識したうえで取り組むこと。

 安全衛生に取り組む事業者が社会的に評価される環境を
作り出すこと。

計画の目標（北海道労働局版）

 死亡災害を10％以上減少させる。

 死傷災害を減少に転じさせる。

※ どちらも2022（令和４）年との比較

第14次労働災害防止計画
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厚生労働省

The Ministry of Health, Labour and Welfare

 計画の目標（北海道労働局版・建設業について）

 墜落・転落災害の防止に関するリスクアセスメントに取り組
む建設業の事業場の割合を2027年までに85％（総合建設業
については90％）以上とする。

 上記目標の達成により

建設業の死亡者数を2027年までに2022年と比較して20％以
上減少させること

を期待される効果として想定し、計画で定める実施事項の効
果を検証する指標として設定している。

第14次労働災害防止計画
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厚生労働省

The Ministry of Health, Labour and Welfare

 計画の重点事項（北海道労働局版）

1. 自発的に安全衛生対策に取り組むための意識啓発

2. 重点業種における労働災害防止対策の推進

（建設業、小売業・社会福祉施設）

3. 高年齢労働者の労働災害防止対策の推進

4. 多様な働き方への対応や外国人労働者等の労働災害防
止対策の推進

5. 労働者の作業行動に起因する労働災害防止対策の推進

6. その他の労働災害防止対策の推進

（陸上貨物運送事業、製造業、林業）

7. 労働者の健康確保対策の推進

8. 化学物質等による健康障害防止対策の推進

第14次労働災害防止計画
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厚生労働省

The Ministry of Health, Labour and Welfare

 計画の重点事項（北海道労働局版）

2. 重点業種における労働災害防止対策の推進

（建設業、小売業・社会福祉施設）

 労働者の協力を得て、事業者が取り組むこと

 墜落・転落のおそれのある作業について、墜落・転落により労働
者に危険を及ぼすおそれのある箇所への囲い、手すり等の設置、
墜落制止用器具の確実な使用、はしご・脚立等の安全な使用の徹
底等及び高所からの墜落・転落災害の防止に取り組む。

 墜落・転落災害の防止に関するリスクアセスメントに取り組む。

 車両系建設機械等との接触防止、移動式クレーンの荷の落下及
び転倒災害の防止、土砂崩壊災害防止に取り組む。

第14次労働災害防止計画
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厚生労働省

The Ministry of Health, Labour and Welfare

 計画の重点事項（北海道労働局版）

2. 重点業種における労働災害防止対策の推進

（建設業、小売業・社会福祉施設）

 労働者の協力を得て、事業者が取り組むこと （つづき）

 「エイジフレンドリーガイドライン」に基づき、高年齢労働者の就労
状況等を踏まえた安全衛生管理体制の確立、職場環境の改善等
の取り組みを進める。

 労働者の熱中症を防止するため、「職場における熱中症予防基
本対策要綱」に基づく暑さ指数の把握とその値に応じた措置を適
切に実施する。

 労働者の振動障害を防止するため、「振動障害総合対策要綱」
により的確な指導を行い、振動工具の３軸合成値に基づく使用限
度時間の徹底を図る。

第14次労働災害防止計画
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厚生労働省

The Ministry of Health, Labour and Welfare

 計画の重点事項（北海道労働局版）

2. 重点業種における労働災害防止対策の推進

（建設業、小売業・社会福祉施設）

 局署が行うこと

 局署においては、集団指導及び個別指導等で、高所作業時にお
ける要求性能墜落制止用器具の適切な使用を周知徹底する。ま
た、法改正された足場の点検の確実な実施、一側足場の使用範
囲の明確化等墜落・転落災害防止対策の充実強化が図られた際
に周知するとともに、屋根、はしご、脚立等からの墜落・転落災害
の防止を図る。

 なお、墜落・転落災害の防止に関するリスクアセスメントについて
は、元方事業場となる総合建設業を中心に建設店社に対し集団指
導、個別指導を実施し、実施率を90％以上となるよう取り組む。
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厚生労働省

The Ministry of Health, Labour and Welfare

 計画の重点事項（北海道労働局版）

2. 重点業種における労働災害防止対策の推進

（建設業、小売業・社会福祉施設）

 局署が行うこと （つづき）

 局署においては、発生すると重篤な災害となる車両系建設機械
等との接触防止、移動式クレーンの荷の落下及び転倒災害の防
止、土砂崩壊災害防止対策のため、集団指導、パトロール等を実
施する。

 地震、台風、大雨等の自然災害に被災した地域の復旧・復興工
事における労働災害防止対策の徹底のため、集団指導、パトロー
ル等を実施する。
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厚生労働省

The Ministry of Health, Labour and Welfare

 計画の重点事項（北海道労働局版）

2. 重点業種における労働災害防止対策の推進

（建設業、小売業・社会福祉施設）

 局署が行うこと （つづき）
 「エイジフレンドリーガイドライン」について従来は、集団指導で資

料配付にとどまることが多かったため、14 次防では事業者に対
し、厚生労働省が作成する「エイジフレンドリーガイドライン」のエッ
センス版を使って内容を説明するとともに、身体機能の低下による
リスクと作業管理、健康増進を指導する。また、局においては、北
海道労働局公式SNS、ホームページ等に「エイジフレンドリーガイド
ライン」のポイントを定期的に投稿し、労働者等にも身体機能の変
化がリスクにつながりうること、健康や体力の維持管理の周知啓
発を行う。

 「職場における熱中症予防基本対策要綱」「振動障害総合対策
要綱」の周知、指導等の健康障害防止対策の推進を図る。
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厚生労働省

The Ministry of Health, Labour and Welfare

厚生労働省

The Ministry of Health, Labour and Welfare

労働災害発生状況について
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厚生労働省

The Ministry of Health, Labour and Welfare
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・死傷災害について、１４次防の目標である令和４年よりは減少している。

労働災害発生状況について

 北海道内における労働災害発生状況について
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厚生労働省

The Ministry of Health, Labour and Welfare

50
57

26

78

54
49 49 52

61 
65 

145 

78

2 2

0

1 1

0 0

1

0 0 0 0
0

5

10

15

0

20

40

60

80

100

120

140

160

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31(R1) R2 R3 R4 R5

休
業

(4
日
以
上

)件
数

全産業の労働災害発生件数の推移

休業(4日以上)件数 死亡件数

労働災害発生状況について

 留萌監督署管内における労働災害発生状況について
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厚生労働省

The Ministry of Health, Labour and Welfare

業務別労働災害発生状況

令和５年１月１日～令和５年１２月３１日（確定値）

13

区分

業種別

令和５年確定値 令和４年確定値 対前年 業種
割合
（％）死亡 休業 合計 死亡 休業 合計 増減数 増減率

留
萌
労
働
基
準
監
督
署

全産業計 78 78 145 145 -67 -46.2% 100.0

製造業 11 11 26 26 -15 -57.7% 14.1

建設業 9 9 11 11 -2 -18.2% 11.5

林業 0 0 2 2 -2 -100% 0

北
海
道
労
働
局

全産業計 51 9004 9055 53 16419 16472 -7417 -45.0% 100.0

製造業 4 1141 1145 5 1343 1348 -203 15.1% 12.6

建設業 6 893 899 23 995 1018 -119 -11.7% 9.9

林業 4 64 68 1 80 81 -13 -16.0% 0.8

労働者死傷病報告（休業４日以上）による

労働災害発生状況について



厚生労働省

The Ministry of Health, Labour and Welfare

労働災害発生状況について

 北海道内の建設業における労働災害の内訳について
（令和４年１月～令和４年１２月）

墜落、転落 31%

転倒 14%

飛来、落下 7%はさまれ、巻き込まれ

10%

切れ、こすれ

8%

その他

11%

上記以外

19%

型別の死傷者数（建設業）

墜落、転落 , 10 

飛来、落下 , 1 
崩壊、倒壊 , 3 

はさまれ、巻き込まれ , 

5 

高温、低温の物

との接触 , 1 

有害物等との

接触 , 2 交通事故(道路) , 1 

型別 死亡者数（建設業）
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厚生労働省

The Ministry of Health, Labour and Welfare

厚生労働省

The Ministry of Health, Labour and Welfare

建設業における労働安全衛生対策の推進
について
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厚生労働省

The Ministry of Health, Labour and Welfare

建設業における労働安全衛生対策の推進について

（１）墜落・転落防止対策

※14次防と重複する事項は省略しま
す。

〇令和５年１０月１日及び令和６年４月1日に、
足場に関する法令が改正されたため、法改正に合わせて、
本足場の使用、足場の点検者の指名、点検者の氏名の記録保存の措置
を適切に講じること。

〇令和５年１２月に改正された
「手すり先行工法に関するガイドライン」
に基づく措置を適切に講ずること。

〇令和５年３月に改正された「足場からの墜落・転落災害防止総合対策推進
要綱」に基づき、わく組足場における「上さん」の設置、「足場当の種類別点検
チェックリストの活用等、措置を講じること
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厚生労働省

The Ministry of Health, Labour and Welfare

建設業における労働安全衛生対策の推進について
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厚生労働省

The Ministry of Health, Labour and Welfare

建設業における労働安全衛生対策の推進について
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厚生労働省

The Ministry of Health, Labour and Welfare

令和５年１０月及び令和６年２月に、荷役作業時における法令が改正され、
昇降設備の設置や保護帽の着用が義務付けられた貨物自動車の範囲が拡大
テールゲートリフターの操作に係る特別教育の実施が義務付け
となった。
昇降設備や保護帽の着用の徹底や安全衛生教育の実施について適切な措置
を講じること。

建設業における労働安全衛生対策の推進について

（２）建設現場における荷役災害防止

建設工事の現場等において、交通誘導等に従事する警備業等の労働者が
死傷する労働災害が発生していることを踏まえ、建設工事の現場等で交通誘導
等に従事する労働者に対する安全衛生教育を実施する場合には「未熟練労働者
への安全衛生教育マニュアル（警備業編）」（令和元年）を活用すること。

（３）交通誘導員に対する安全確保
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厚生労働省

The Ministry of Health, Labour and Welfare

建設業における労働安全衛生対策の推進について
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厚生労働省

The Ministry of Health, Labour and Welfare

（４）一人親方等の安全衛生対策
令和５年４月から労働安全衛生規則等の改正で、
作業を請け負わせる一人親方、
同じ場所で作業を行う労働者以外の人
等に対しても、労働者と同等の保護が図られるよう、新たに一定の措置を実施
することが事業者に義務付けられます。
例えば、特定の作業方法がある場合はその周知、保護具の使用が義務付けら
れている場には保護具の着用することなどが考えられる。

（５）熱中症対策
毎年、５月から９月は「ＳＴＯＰ！熱中症クールワークキャンペーン」として、熱中症予防対
策等の取り組み期間としています。

建設業における労働安全衛生対策の推進について
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厚生労働省

The Ministry of Health, Labour and Welfare

建設業における労働安全衛生対策の推進について
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厚生労働省

The Ministry of Health, Labour and Welfare

（６）石綿対策
令和５年から改正後の石綿障害予防規則に基づき、
解体・改修工事前の石綿含有の有無の事前調査
石綿事前調査結果報告システムを用いた事前調査結果等の報告
写真等による作業の実施状況の記録の作成及び保存
などの措置を徹底するとともに、令和５年 10 月１日から着工される（工作物については、
令和８年１月１日）建築物等の事前調査を実施するために必要な知識を有する者に行わ
せることが義務付けられたことから、建築物石綿含有建材調査者講習の受講を計画的に
行うこと

（７）化学物質対策
〇建設業においても、塗装や作業に使用する製剤など多くの化学物質を用い
ていることから使用前にラベル・SDS を確認し、その情報に基づき、当該化学物
質を用いる作業に応じたリスクアセスメント及び当該結果に基づく措置等を講ず
ること

〇保護具を着用する作業現場においては、店社ごとに化学物質管理者、保護
具着用管理責任者の養成に留意すること。
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厚生労働省

The Ministry of Health, Labour and Welfare

厚生労働省

The Ministry of Health, Labour and Welfare

働き方改革関係
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厚生労働省

The Ministry of Health, Labour and Welfare

働き方改革関係

 時間外労働の上限規制について
令和６年４月１日から、
建設業に対して時間外労働の上限規制が適用された。
適用後の限度時間
原則：１か月４５（４２）時間、１年３６０（３２０）時間
特別条項：
１年間７２０時間、1か月４５時間を超過できる回数６回
時間外労働と休日労働の合計が、

１か月１００時間未満
複数月平均１か月８０時間以下

ただし、災害時における復旧及び復興の事業に従事する場合、
上記の１か月１００時間未満、複数月平均月８０時間以下の適用が除外
される。

※３６協定の「様式第９号の３の２」又は様式第９号の３の３」で協定し届け出た場合
のみ、ただし書き以降が適用される。
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厚生労働省

The Ministry of Health, Labour and Welfare

働き方改革関係
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厚生労働省

The Ministry of Health, Labour and Welfare

働き方改革関係

 災害時における
３６協定と３３条の届出との違い

←左記の通り

ただし、いずれの場合においても、時間
外・休日労働に対する割増賃金の 支払い
や、時間外・休日労働が 80 時間を超える
等した場合の労働安全衛 生法第 66 条
の８第１項に基づく医師による面接指導の
実施は必要である。

※建設業の時間外労働の上限規制 に関す
るＱ＆Ａ （令和５年 12 月 25 日追補分）

（令和６年３月 25 日追補分）
より抜粋
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厚生労働省

The Ministry of Health, Labour and Welfare

働き方改革関係

 労働時間の考え方について

（Ｑ）会社に集合して作業員が社用車に乗り合いで工事現場に向かう又は工事現場から会社
に戻る場合、現場まで又は会社までの移動時間は労働時 間に当たるのか。

（Ａ）法（労働基準法）における労働時間とは、 使用者の指揮命令下にある時間のことであ
り、移動時間については、「移動中に業務の指示を受けず、業務に従事することもなく、移動
手段の指示も受けず、自由な利用が保障されているような場合には、労働時間に当たらな
い。」と解されている。
労働時間に該当するか否かの判断は個別具体的に行う必要があるが、 一般的には、
・移動手段として、社用車に乗り合いで現場に向かうこと等が指示されている場合
・現場に移動する前に会社に集合して資材の積み込みを行うことや、現場から会社に戻っ
た後に道具清掃、資材整理を行うことが指示されて いる場合、
・移動の車中に使用者や上司も同乗し、打合せが行われている場合
においては、当該移動時間は労働時間に該当するものと解される。
一方、工事現場に直行する又は工事現場から直帰することが自由である中で、労働者間で
任意に移動手段の一つとして、集合時刻や運転者を決めて社用車に乗り合って移動すること
としていたなどの場合においては、当該移動時間は労働時間に該当しないものと解される。

※建設業の時間外労働の上限規制 に関するＱ＆Ａ
（令和５年 12 月 25 日追補分）（令和６年３月 25 日追補分）より抜粋
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厚生労働省

The Ministry of Health, Labour and Welfare

最後に

留萌労働基準監督署管轄内では、令和５年４月２８日に死亡労働災害ゼロ
１５００日を達成しました！！
全業種死亡労働災害ゼロ２０００日達成を目指して！！

令和６年も死亡災害ゼロを達成しましょう！！

ご安全に！
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